
 

『賃上げする事業者へ支援強化 助成金等紹介―厚労省・中企庁』 
 

 厚生労働省と中小企業庁は、最低賃金の引き上げを受けて賃上げに取り組む中小企業・小規模事

業者を対象に、助成金と補助金で支援を強化するための各種制度をネット上で紹介している。支援強

化制度として業務改善とキャリアアップの助成金、事業再構築、ものづくり、ＩＴ導入の補助金を挙げてい

る。これらのうち業務改善助成金は、事業場内で最も低い賃金（事業内最低賃金）を引き上げ、設備投資

等を行った中小企業・小規模事業者等に、その費用の一部を助成する。対象は中小企業者・小規模事

業者であること、事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が５０円以内であることなどとしている。助

成率は、事業場内最低賃金が９００円未満で１０分の９、９００円以上９５０円未満で５分の４など。助成上

限額は、賃金引き上げ労働者数が７人以上で引き上げ額が３０円の場合１００万円、１０人以上・３０円で

１２０万円など。 

 事業再構築補助金は、新市場進出、事業再編やこれらの

取組を通じた規模拡大などに意欲を持つ中小企業等を支

援する。２０２２年１０月～２３年８月に３カ月以上最低賃金プ

ラス５０円以内で雇用している従業員が全従業員の１０％以

上いることが要件。補助上限は最大１５００万円、補助率は３

分の２～４分の３としている。 
 

『自宅庭園設備の相続 経済的価値あり財基通で評価』 
 

 原処分庁が、審査請求人が相続により取得した自宅庭園の評価について、財産評価基本通達の定

めにより評価すべきであるとして更正処分等を行ったのに対し、請求人が、当該庭園の時価は零円であ

るから相続税の課税対象とはならないなどとして、原処分の一部の取消しを求めた事案。 

 請求人は、被相続人の自宅庭園について、個人宅の庭であり、本件庭園設備を一体として売却でき

ず、立木や庭石、灯篭等を個別に売却するとしても買取り価額は低額であり、交換価値がなく財産評価

基本通達（評価通達）は適用されないと主張。 

 国税不服審判所は、評価通達９２《附属設備等の評価》の（３）は、「庭園設備」について、家屋の固定

資産税評価額に含まれていないことから、金銭に見積もることができる経済的価値のある全てのものが

相続税法に規定する財産であることに照らし、本件庭園設備

は、家屋とは別異の設備として、金銭に見積もることができる経

済的価値があるとして、独立した財産として評価すべきものと

する。よって本件通達の方法によって評価するのが相当であ

り、これを基に税額を計算すると、いずれも本件更正処分の金

額と同額となる。本件更正処分に本件庭園設備の価額を過大

に評価した違法はないとし、請求人の請求を棄却した。 
              

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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